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I. 医学および医療の水準の向上への貢献が日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会の独自
の活動を以下に留意して記載をしてください。 
a. 特に学術的に重要と考えられるもの 
日本の災害医療は阪神淡路大震災を契機に災害拠点病院、災害派遣医療チーム（DMAT）、広域災害救
急医療情報システム（EMIS）、広域医療搬送等の体制整備が進められました。東日本大震災を経てシー
ムレスな医療体制支援のためDMATの活動期間の見直しや多様な医療支援チームとの連携が検討され
ています。その後も、熊本地震を経て、被災地の行政機能として健康医療福祉調整本部による一体運用、
その本部支援目的に当学会からもコーディネーションサポートチームが派遣されるようになりました。
さらに、北海道胆振東部地震を経て、医療機関におけるライフラインや業務継続計画 BCP の整備の重
要性が再認識され、災害拠点病院の指定要件の改訂がなされています。2020 年以降の COVID-19 の流
行に際して、感染症による患者の増加に加え、感染患者の受入れ拒否や職員の感染・休職による人的資
源の減少により、必要な医療や福祉サービスを提供できない事態が発生しました。自然災害対応で培っ
てきたノウハウを応用し、当該施設に対する現状分析及び指揮調整機能を確立させ、また必要な患者に
対しトリアージ・治療・搬送支援を行い、混乱を正常化しました。このように当学会に集約される知見
や経験をもとに、わが国の災害医療対応は医療現場対応から医療機関全体、行政主体全体の支援へとシ
フトし、災害を経験する毎に発展し続け、この発展は能登半島地震に対しても役立っています。 

ｂ.当該領域における国際的な役割 
世界災害救急医学会（WADEM）は、世界各国の災害救急医により組織された学術団体で、2年に一度、
世界 50 カ国から 800 名超の参加者が集い、災害、病院前救護、保健医療に関する緊急人道危機などに
ついて、世界の専門家が最新の知見を共有します。2025 年 5月に東京にて第 23回 WADEM を開催す
る予定となっています。アジア太平洋災害医学カンファレンス（APCDM）は、アジア環太平洋各国の
災害医療研究者により組織された学術団体で 2年に一度、国際的な学術集会が開催されています。こち
らの学術集会は当学会が全面的にバックアップを行い、過去に幾度と日本の各地で開催しています。日
本災害医学会は国際協力機構 JICA の事業によって構築された東南アジア諸国連合 ASEAN Academic 
Network for Disaster Health Management に、ASEAN10か国以外から唯一、参加が認められ、災害が
多発する ASEANとの学術連携を牽引しています。なお、わが国の災害医学の国際連携においては双方
向性で、日本からの知見の供与のみではなく、アジア諸国の取り組みをもとに日本の災害医療体制の強
化も図られています。（例：フィリピンの災害時サーベイランスシステム SPEED をもとにした日本版
災害時サーベイランス J-SPEED の開発と社会実装など）国際会議の開催・参加や ASEAN での取り組
みは、わが国の災害医療に関する様々なノウハウや優れた装備品を世界の災害医療の専門家に紹介す
る貴重な機会となっています。また未来を担う若い研究者の国際的交流と研鑽の場の提供機会ともな
っており、日本に留まらず世界の災害医療の向上と未来ある研究者の育成に貢献しています。 



ｃ.活動からもたらされる社会的な意義 

2020年以降の COVID-19 の流行では、日本災害医学会においても武漢からの帰国者やダイアモンド
プリンセス号の対応に始まり、集団感染発生施設の支援や医療提供体制の整備などの活動を実施しま
した。感染症による患者の増加だけでなく、感染患者の受入れ拒否や職員の感染・休職による医療資源
の減少により、必要な人が医療や福祉のサービスを受けられないという状態が惹起され、災害と同様の
問題を生じ、これらに対応しました。2024 年 1 月の能登半島地震でも災害対応を実施し、多くの患者
避難、福祉施設の高齢者避難を行いました。避難先で亡くなる高齢者もおり、避難が必ずしも本人・家
族が満足のいく最期につながらないケースも散見されました。医療施設の入院患者や福祉施設の利用
者を遠方に避難させるだけでなく、これらの施設に物的な支援を行って被災地内で医療・福祉のサービ
スの継続を目指すことで、効率的に支援でき、より早期の復旧に貢献できるものと考えられました。こ
のように、東日本大震災以降も多くの災害に直面し、災害医療体制を医療面・制度面など様々な側面か
ら変革を繰り返し進化し、その知見を当学会で共有することにより日本の災害医療対応は非常に高い
レベルで維持されています。災害医療の対応においては医師に限らず様々な医療職種、また消防・警察
はもとより、行政機関や防災関係など直接医療を専門としない職種など多くの職種の連携が重要です。
本学会会員の構成が医師だけではなく多くの職種が参加していることが本学会活動の特徴であり、災
害医療の社会実装を実現する人材育成に本学会活動は寄与しています。 
ｄ.学会運営上留意している点 

当学会では「災害医学」という学問の専門性や重要性をより一層高め、広く周知するとともに、災害現
場で実動できる人材の育成を目的とし、2016 年より開始された「社会医学専門医」の制度を活用した
災害医学の専門家の養成に努めています。また、公衆衛生、社会医学、救急医学等の医学系に留まらず、
建築学や土木技術学など、災害や防災などの健康危機管理に関連する多くの学会と連携しながら、当学
会に集約される知見や経験を広く発信していく体制の構築に留意しております。 
Ⅱ.日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会と他の分科会との連携による活動を記載して下
さい． 

東日本大震災を契機に、日本学術会議を要として震災に関わる学会が集まる連携活動を始め、2016 年
1 月に自然災害全般を対象にこの活動範囲を広げ 30 学会による「防災学術連携体」を結成しました。
自然災害が激甚化するなかで、分野を超えた学会間の情報共有と情報発信、政府・自治体・関係機関と
の連携など、これまで多くの実績をあげております。医学会分科会である日本公衆衛生学会、日本救急
医学会をはじめ現在 62 学会が加盟しており、2020 年 4 月より当学会が主担当学会となり、様々な学
術的シンポジウム・ぼうさい国体などのイベントの企画運営を担当しております。 

 


